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研究成果の概要（和文）：  
本研究では我が国を取り巻くマクロな人口動態をはじめとする社会経済環境を踏まえ、かつ、
自治体の所在する外部内部環境の多様性を考慮した財政改革の在り方について多元的かつ総合
的に取り組んだ。研究過程で地方財政のモデルや参考とされる米国・英国・北欧・オランダ・
フランス・イタリア等の状況把握に努めるとともに、経済学・財政学・経営学・会計学・政策
科学・政治学の見地から問題の構造化と分析を行い地方財政の背景にある行政活動や地域生活
に視野を広げて検討を行ったことは、特筆できる点であろう。 
 
研究成果の概要（英文）： 
This research investigated the appropriate design for sustainable fiscal model in local 
government, taking account of demographic, social and economic change. In exploring the 
model, we surveyed previous studies and visited Western nations alongside of interviewing 
and discussions with related scholars and practitioners. Our approach is quite 
interdisciplinary to analyze and construct the issues and prescriptions by using knowledge 
of economics, public finance, management, accounting, policy sciences and political science. 
Especially it is noteworthy to expand the scope of analysis into residential livings and 
welfare in local government, for example, social capital and citizens’ activities for social life. 
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１．研究開始当初の背景 
我が国の地方財政は人口減少時代を迎え変
革期にあり、単に財政の健全化や持続可能性
にとどまらない観点からの見直しが必要に
なってきている。具体的には国と地方の政府
間関係、民主的統制の在り方、生活の場とし
ての公共圏の確保などについて検討が求め
られている。そこで、本研究ではガバナンス

の観点から地方財政の役割について学際的
アプローチから実態分析を踏まえた考察を
行うものである。 
 
 
２．研究の目的 
現実の地方財政の改革は新しい公共空間の
視点と自治体組織に焦点をおいたガバナン
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ス的改革の二つの流れが併存して実施され
ていることから、以下の点を明らかにするこ
とにした。 
（１）国と地方の役割分担はどうあるべきか。 
（２）多元的な分権改革の処方箋はいかなる
経営原理とガバナンスの考え方に立脚して
いるか。 
（３）システム改革相互はどのような関係に
あるか。 
（４）国際的な改革動向は我が国にどのよう
に適用されているか。 
（５）システム改革は地方財政及び住民の生
活にいかなる影響を与えるか。 
 
 
３．研究の方法 
研究は大きく理論的分析と実証的分析に区
分される。理論的には、概念モデルとして地
方財政のガバナンス及び経営を規定する要
因とその効果（有効性）の関係を示す枠組み
の提示と数理的モデルの開発を行うことで
ある。また、実証的には地方財政の運営の基
本となる理念や経営について実態と将来展
望について自治体首長等にアンケート調査
をすることにより、理論的枠組みの検証を行
うこととした。同時に、国際的な動向につい
ては海外共同研究者とのネットワークを通
じて状況の把握と国別特性について取りま
とめることとした。 
 
 
４．研究成果 
得られた研究成果は、理論的分析からは、 
（１）地方財政の健全化には自治体の財政規
律の保持の他、中央政府の自治体統制のアプ
ローチや誘因制度が影響すること。 
（２）国の政策決定や予算編成において自治
体のソフトな予算制約による悪影響を除去
するとともに、自発的な財政規律を促す仕組
みが重要なこと。 
（３）地方財政の財源確保について中央政府
の財政政策及び政治的利害関係が影響する
こと。 
を明らかにした。 
また、実証的分析からは、 
（４）NPM 的な手法適用は形式的には国際的
流行を採用しているように見られるものの、
一定以上の規模や所得水準を満たさないと
有効性は確保できないこと。 
（５）合併等の組織改編は現時点では十分な
効果が得られていないこと。 
（６）新しい公共空間の形成には NPO等の非
政府組織による地域活動や自治体や国境を
越えたネットワークが必要になるが、人口が
少ない自治体では活動が停滞気味である。 
東日本を襲った今回の大震災は復興対策が
今後検討され、その財源措置にも関心が集ま

っているが、国土全体の持続可能な発展を実
現するには、全体として支えつつも地域が自
立した経済社会活動を行えるような社会シ
ステムが必要である。そのためには国と地方
の調和がとれたガバナンスの視点に基づく
財政政策が重要になると思われ、本研究課題
についてさらなる検討を進めていきたいと
考えている。 
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